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研究要旨 
 長引く痛みに苛まされている患者は多く、痛みが生活の質の低下や就労困難、周囲への負担
などの要因になることから、本人、家族、社会ともに大きな損失になっている。このような痛
みが長引く要因には身体的な問題だけでなく心理的・社会的な要因が関与して病態の悪化につ
ながっていることが分かっている。そのため、このような複雑な痛みの診療には、多面的な病
態分析と多角的な治療が必要されると考えられ、諸外国では集学的な診療システムで患者の分
析・治療を行なう集学的痛みセンターが実用化されてきている。そこで本研究班では我が国の
実情にあった痛みセンターのありかた（実現可能な診療体制、社会或いは医療の中での役割）
について検討し、診療体制を整え、患者病態の評価システムを確立するための研究を進めてき
ている。現在までに、21大学で痛みセンターの構築に取り組んでおり、運動器の診療の専門家、
神経機能管理の専門家、精神・心理専門家がチームを構成して診療に当たる体制が出来た。そ
の際、研究班で総合的に慢性痛の病態を評価するための共通フォーマットの診断評価ツールを
用いての診療を実用化した。集学的なチームで診断分析するためにカンファレンスを定期的に
行うか、カンファレンスの代用として諸専門家からあげられる問題を共有しつつチーム連携す
ることを可能とするカンファレンスシートの導入を行い、実質的な連携ができるシステムを構
築した。 
研究班全体で取り組んだ成果をまとめると、NRS、ロコモ25、PDAS、HADS、PCS、EQ-5D、アテ
ネ不眠尺度において有意な改善がみられており、集学的アプローチによる治療で慢性痛の改善
が得られることが明らかにされた。また、満足度も非常に良好な成績が得られていた。同時に
本システムは多くの医療資源を投入する傾向がどうしても生じるため、効率的に適切な患者を
周辺クリニックから紹介あるいは逆紹介するシステムの構築に取り組んだ。難治性症例には短
期外来集中プログラムを取り組んできているが併せて入院しての治療介入など新たな介入につ
いての研究も並行して進めた。 
本集学的（学際的）痛みセンター事業を周知していくことは、医療を適切に提供していくうえ
で重要な課題である。その為に今年度は研究班のホームページを強化して各痛みセンターの診
療内容、慢性痛の教育ビデオおよび痛みの用語など患者・市民が痛みに自身で対応しやすくす
るためのコンテンツの配信システムを構築した。また、NPO法人いたみ医学研究情報センター
と連携して医療者研修、市民教育、情報発信などに取り組んだ。 
疫学研究では地域コホートを用いて慢性の痛みにかかる費用などの分析、費用対効果について
の検討も並行して開始した。 
子宮頸がんワクチン接種後に痛みなどの多彩な症状を訴える患者の対応について、研究班とし
て対応をしてきている。生物心理社会モデルとしての指導を行い半数以上のケースで何らかの
症状の改善を得ることができた。 

 
流れ図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ａ．研究目的 
目的と必要性  
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慢性痛は神経や筋骨格系の器質的な要因と
心理・社会的な要因が患者の痛みの慢性化に
複合的に関わるため、従来の縦割り型診療ア
プローチでは改善させられないところも多く、
ドクターショッピングなど医療資源の無駄の
要因となっている。これらに対して病態を集
学的手法で多面的に分析・治療するシステム
の有用性が諸外国では多く報告されており、
本研究では運動器、神経系、精神心理のそれ
ぞれの専門家を集約させた集学的診療体制を
整え、チームによる分析と介入の試行を行っ
た。その結果、集学的に取り組むことで、痛
みや生活障害、精神心理状態を改善させるこ
とを明らかにしてきている。しかし、実際に
センターの構築にあたっては病院経営から見
るとそれ自体が医療資源を使うため現状の医
療制度の中での課題は大きい。他方、慢性痛
医療は生物心理社会的な問題であり、国民の
知識の向上など病院だけでなく社会として担
うべき部分も大きい。従って、国民の健康増
進という観点から、地域や地域の医療システ
ムと連携し医療経済も含めた全体像の中で有
益性が高く、社会への教育活動などの機能を
有する本邦のニーズにフィットした痛みセン
ターの開発が今後必要であると考えられる。 
特色・独創的な点  
21大学で研究を行い、色々な形態での集学

的チームの介入の有効性が示されてきている。
しかし、個々の症例では介入効果が乏しい例
も認められ、どのような患者群をどのように
分析・治療をすると治療効果が高いのか？分
析、介入（運動療法、教育および認知行動療
法）、チームの運営タイプについて検証する。
なお、認知行動療法については開発途上であ
り研究を続ける。この結果をもとに慢性痛の
中核となるChronic Primary Pain(予定) の
ガイドラインを関係学会とも協力して作成す
る。また介入方法として、27年度よりパイロ
ット運用を開始した入院３週間集中プログラ
ムについて、データやプログラム内容の検証
を行い、29年度は施設を増やしてテストを行
う。更に、本研究では痛みセンターと近隣の
医療機関が連携するモデル作成に取り組んで
きたが、地域医療において痛みセンターが必

要とされる診療上の機能は地域・施設ごとに
多様であり、これがシステム構築阻害要因で
あることが分かってきた。従って、個々の施
設の便益などについて分析しつつシステム構
築を進める。特に今年度は連携ツールを用い
て診療施設間のデータの共有をしつつ、地域
診療施設との連携などをして各分担施設の状
況に応じた患者のフローを作成する。なお、
この研究については“痛みセンターモデル事
業”と連携して進めていく。加えて、地域疫
学と医療経済研究、HPVワクチン接種後の痛
み患者に対する診療、 AMED研究班、NPOいた
みラボや疼痛関連学会と連携して研究成果や
慢性痛の対策をホームページ、SNS、市民公開
講座で広報活動を推進する。また啓発ビデオ
を制作し、患者団体のホームページ、痛みセ
ンター施設での運用を継続する。医療者向け
の研修会の開催も引き続き支援する。 
 

Ｂ．研究方法 
①  集学的慢性痛診療チーム構築と運営 
痛みセンターの要件 
 器質的な医療の専門医2名以上 

A1）運動器の診察・評価ができる者（整
形外科専門医、リハビリ専門医な
ど） 

A2）神経機能管理（ペインクリニック
専門医、神経内科専門医、脳神経
外科専門医など） 

 精神心理の診療の専門家1名以上 
B1）精神・心理状態の診療の専門家（精

神科専門医、心療内科専門      
医）が一人以上 

B2）精神・心理状態の分析に充分な技
量を有するとする認定を受けたも
の 

 診療・評価・治療を補助するもの（看
護師、理学療法士、作業療法士など
が兼任以上でいること） 

A) 慢性痛を身体と精神心理（生物心理
社会モデル）の観点から診断・治療
できるチームの構築、および集学的
チームによる医療の実践。 
今年度は19施設に加えて研究分担
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者として名古屋市立大学、横浜市立
大学、千葉大学およびクリニックと
して集学的な痛み診療を進めている
施設を追加・連携して、新たなシス
テム構築を模索する。 

B) 患者フォロー用ツール（連携ツール）
の運用 
従来の共通問診システムもしくは

連携ツール（SSS8、Pain DETECT、EQ5D、
Genericスクリーニングツール）を導
入して、患者の状態の分類を行う。 

C) 多角的解析による慢性痛患者群の分
類診断のひとつにICD11(案)を用い
て分類を行う 
どのような点が診断、ゴール設定

の決め手になったかをカンファレン
スシートなどを用いて分析し、患者
分類の参考にする。 

② 慢性痛に対する介入方法の検討 
A) 運動療法と教育・認知行動療法介入 

慢性頚肩痛有訴者（40名）を対象
として長期間運動50％HRRサイクリ
ング20分間を週3日×2週vs.週2
日×3週（いずれも合計6日間）を行
った。疼痛の定量的評価は，痛覚感
受性について圧痛閾値（PPT）を行い，
中枢感作について時間的加重を僧帽
筋，上腕二頭筋，大腿四頭筋におい
て介入前後に測定した。 

B) 短期入院分析・教育治療プログラム
のプログラムの修正と運用拡大 
大阪大学、福島県立医科大に加え

て愛知医科大学でも導入を行った。 
C) 慢性痛に対する認知行動療法の開発

（AMED認知行動療法開発研究班の仕
事を引き継いで行う） 
本研究について、本研究班では認

知行動療法的な指導と運動療法を並
行して行う「いきいきリハビリノー
ト」を用いた病院で専門家の個々の
指導という形で推進した。各施設の
指導者に対して、講習を行った上で
患者に本ノートを用いてフィードバ
ックを行いつつ自立に向けての指導

を行った。今回は本ノートを利用し
ての介入効果についての分析、検討
を進めることとした。 

③ 介入効果の評価と明確化 
A) 共通問診システムと従来の連携ツー

ルでデータベース化された患者の分
析：カテゴリー分けと治療手段とそ
の予後に関する分析を行う。 

B) 慢性痛のガイドライン作成を行う。 
関係学会（日本疼痛学会、日本運動
器疼痛学会、日本口腔顔面痛学会、
日本ペインクリニック学会、日本ペ
インリハビリテーション学会、日本
慢性疼痛学会、日本腰痛学会）と連
携して、現状の慢性痛治療方法に関
するガイドラインを作成する。 

④ HPVワクチン接種後の疼痛などの患者に
対する対応 
生物心理社会モデルという観点から患

者 対応し、「体と脳のトレーニング処方
箋（28年度作成）」やツールを用いる等
して診療にあたる。今年度、新たに研究
班施設を受診した患者についての転機を
収集する。 
今年度は今後の評価に向けてデータの収 
集方法について検討する。 

⑤ 集学的痛み診療システムの社会（地域も
含む）との連携および医療経済の調査 

A) 地域医療における役割の構築と連携
システムの構築（痛みセンターモデ
ル事業と連携して推進する） 
各関連施設が有する病診連携シス

テムを使い、今年度作成した連携ツ
ールを用いて事前にクリニック情報
共有を進め、痛みセンターの役割（多
角的に診断・分析をして診療の道筋
をつける事、同時に根拠に基づいた
教育、運動療法、認知行動療法を進
める）を果たす。これにより、慢性
痛治療の役割分担を確立していくと
同時に診療施設が連携したことによ
る有用性を検証する。 

B) 慢性痛医療社会経済調査 
地域ベース（石川県志賀町）で40
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歳以上の全住民2,801人（男、1524
人：女、1277人）を対象に、記式質
問紙法を用いて調査した。 
疾患、生活習慣、ADL、QOL、慢性疼
痛および医療費であり、医療費の算
出のため、病院、医院などの医療機
関と医師以外からの施術（注射、湿  
布、マッサージ、牽引（けんいん）、
低出力レーザー照射、電気刺激法、
高周波凝固療法、認知行動療法、運
動療法）の施行頻度と支払った金額、
薬局やドラッグストア、スーパーで
市販の薬（医師の処方箋不要、湿布
薬、漢方薬、健康食品を含む）の使
用頻度と支払った金額および労働休
業の実態を3ヶ月の期間について分
析した。 

⑥ データ収集・管理システムの構築 
 Web問診システムの運用に向けて準

備を行った（セキュリティーチェッ
ク、サーバー設置）ので運用を研究
協力機関で倫理委員会を通した上で
運用を開始する。 

 国民・医療者への慢性痛の問題点と
対処法の普及啓発の促進 

 市民公開講座（NPOいたみラボと協力
し２９年度２回行う） 

 医療者研修会の実施（NPOいたみラボ
と協力し２９年度３回行う） 

 自立支援用冊子「体と脳のトレーニ
ング処方箋（28年度作成）」の普及状
況のチェックと評価を進める。 

 政策研究班として痛みセンターの運
営状況を告知するページの更新（今
年度新たに協力機関となる施設につ
いて詳細を上げる） 

 痛みセンター連絡協議会附属施設の
連絡ページとその施設ホームページ
とのリンクを広げる。 

（倫理面への配慮） 
本研究については、愛知医科大学倫理委員

会および研究班所属施設の倫理委員会を通し
て行っている。 
 

Ｃ．研究結果 
① 集学的慢性痛診療チーム構築と運営 

A) 慢性痛を身体と精神心理（生物心理
社会モデル）の観点から診断・治療
できるチームの構築 
今年度は新たに３施設（名古屋市

立大学、横浜市立大学、千葉大学）
を研究分担施設として加え、診療体
制の構築にあたった。新規施設を含
めチームメンバーの構成としては、
器質的な診療の専門家（整形外科医、
麻酔科医、理学療法士）および精神
心理を主として取り扱う（精神科医、
心療内科医、臨床心理士）者が加わ
ったチーム診療体制を構築すること
が出来た。一方チームの運営状況に
ついては殆どの施設が兼任体制で進
めていることからチームカンファレ
ンスが毎週1回が５施設、月１回以
上が１６施設であった。また、全て
のスタッフが集まれない施設も２施
設あった。 

B) 患者フォロー用ツールの運用 
今年度（昨年度から併せると）879

例（1,934例）の慢性痛患者の初診時
情報を収集した。その特徴は研究班
関連施設受診までの平均受診施設数
は4.0施設であった。平均のNRSは
5.7、PDASは 25.0、HADS不安は8.0、
HADS抑うつは8.6、PCSは34.4、EQ-5D
は 0.55、PSEQは 25.4、アテネ不眠尺
度は8.8、ロコモ25は35.6であった。
3ヶ月フォローアップが出来た症例
は91例（274例）で、平均のNRSは
4.6、PDASは 19.4、HADS不安は6.5、
HADS抑うつは6.9、PCSは28.2、EQ-5D
は 0.63、PSEQは 31.1、アテネ不眠尺
度は7.1、ロコモ25は29.2であった。
また、満足度（1:非常に良くなった、
2:良くなった、3:少し良くなった、
4:変わらなかった、5:少し悪くなっ
た、6:悪くなった、7:非常に悪くな
った）の平均は3.2であった。 

C) 多角的解析による慢性痛患者群の分
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類ICD11(案)を用いた分類 
愛知医科大学ではH28年度から新

患患者に対して初診カンファレンス
でICD11（案）を用いて分類を進めて
きている。これまでに新患患者700
名に対し実施し、大分類では、一次
性慢性痛: 342名(48.9%)、がん性慢
性痛: 4名(0.6%)、術後および外傷後
慢性痛: 91名(13.0%)、慢性神経障害
性疼痛: 100名(14.3%)、慢性頭痛お
よび口腔顔面痛: 8名(1.1%)、慢性内
臓痛: 2名(0.3%)、慢性筋骨格系痛: 
105名(15.0%)、保留（精査後分類）：
18名(2.6%)、該当なし（急性痛・来
院時痛みなし）：29名(4.1%)であった。
小分類で多かった分類としては、
chronic primary limb pain (1.5.4): 
62名、chronic widespread pain, 
unspecified (1.1.z): 40名、chronic 
primary low back pain (1.5.1): 38
名、chronic temporomandibular 
disorder pains (1.3.4): 36名、
chronic pain after spinal surgery 
(3.1.2): 34名、chronic 
musculoskeletal pain associated 
with spondylosis (7.2.2): 30名、
other chronic widespread pain 
(1.1.x): 27名、painful 
radiculopathy (4.1.5): 25名、other 
chronic musculoskeletal pain from 
persistent inflammation (7.1.x): 
22名、chronic primary cervical pain 
(1.5.2):21名である。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

また、下記の器質的・精神心理的
要因の2つ軸を専門家的目線から見
たタイプ分類（案）を用いて、適応
されるべき診療施設の分類を進めて
きている。2017年12月からの新患患
者117名に対して、初診の集学的カ
ンファレンスの際に分類したところ、
A、C: 15名(12.8%)、B1: 24名(20.5%)、
B2: 9名(7.7%)、D1:4名(3.4%)、D2: 
1名(0.9%)、E1: 42名(35.9%)、E2: 9
名(7.7%)、F: 12名(10.3%)、O(痛み
なし): 1名(0.9%)の結果となった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
② 慢性痛に対する介入方法の検討 

A) 運動療法と教育・認知行動療法介入 
慢性頚肩痛有訴者群では介入2週

目にはPPTが上昇、3週目になると
PPT上昇に加え、TSの減衰を認めた。 

B) 短期入院分析・教育治療プログラム
のプログラムの修正と運用拡大 
福島県立医科大のチームでは関連

施設である星総合病院（郡山市）に、
慢性痛に対して多職種が関わって集
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学的治療を行う慢性疼痛センターを
創設し、3週間の集中教育入院型プロ
グラムを行った。21症例に入院プロ
グラムの適応しプログラム施行前後
での変化について検討した。明らか
な改善が痛みの強さ、痛み破局化ス
ケール反芻、拡大視、無力感、疼痛
生活障害評価尺度、HADS不安、HADS
抑うつ、痛み自己効力感質問票、
EQ-5D、30秒立ち上がりテスト（筋持
久力）、2ステップテスト（歩行能力）
および6分間歩行（体力）で得られ
た。 
愛知医科大学のチームでは、1か月の
間に3泊4日の入院（金曜日から月
曜日）と日帰りのフォローアッププ
ログラム（退院した週の土曜日）を2
回繰り返す全10日間の短期集中型の
集学的入院プログラムを行った。平
成29年度は16症例がプログラムに
参加し、参加前後で痛みの強さ、痛
みの破局化思考、疼痛生活障害評価
尺度、HADS抑うつ、痛み自己効力感
質問票、EQ-5D、長座位体前屈（柔軟
性）、握力（筋力）、上体起こし（筋
持久力）、6分間歩行（体力）で明ら
かな改善がみられた。また、参加時
点で休職していた6名のうち4名が
2018年 3月時点で復職した。 

C) 慢性痛に対する認知行動療法の開発 
本研究については、認知行動療法

に基づく「いきいきリハビリノート」
による運動促進介入を推進したがそ
の結果は、平均経過観察期間9か月
の時点で、NRS (Numerical Rating 
Scale)、PDAS(ADL)、PCS (破局化点
数の反芻と無力感の項目)、EQ-5D、
アテネ不眠指数、ロコモの項目で有
意に改善した。一方、HADsと PSEQは
有意な改善はなかった。いきいきリ
ハビリノートを使用しての満足度は
「とても良かった」と「どちらかと
言えばよかった」の合計は78％で高
い満足度であった。 

③ 介入効果の評価と明確化 
A) 共通問診システムと従来の連携ツー

ルでデータベース化された患者の分
析：カテゴリー分けと治療手段とそ
の予後に関する分析を行う。 

B) 慢性痛のガイドライン作成を行う 
関係学会（日本疼痛学会、日本運動
器疼痛学会、日本口腔顔面痛学会、
日本ペインクリニック学会、日本ペ
インリハビリテーション学会、日本
慢性疼痛学会、日本腰痛学会）と連
携して、現状の慢性痛治療方法に関
するガイドラインを作成する。 

④ HPVワクチン接種後の疼痛などの患者に
対する対応 
HPV副反応としての痛みなどを呈して

研究班所属の医療機関を受診して登録
された患者への追跡調査を行った。全患
者344例のうち、i) HPVワクチン接種の
関与の可能性が否定できない症例が244
例，関節など他の疾患が明らかでii) HPV
ワクチン接種が症状発祥と無関係と考
えられる症例が100例だった。経過を追
えた患者はそれぞれ156例（63.9％），
54例（54.0％）であった。そのうち、痛
み消失または軽快した患者は前者で
73.3%, 後者で68.5％; 痛みが不変の患
者は それぞれ20.5%, 25.9%; 痛みが悪
化した患者はそれぞれ5.8％，5.6％だっ
た。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑤ 集学的痛み診療システムの社会（地域も
含む）との連携および医療経済の調査 
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A) 地域医療における役割の構築と連携
システムの構築（愛知県モデル事業
の推進） 
愛知県内4大学（愛知医科大学、

名古屋市立大学、名古屋大学、藤田
保健衛生大学（坂文種報德會病院）
では2013年から年2回の頻度で慢性
の痛みに対応する診療科が集まって
勉強会を行っており、これを足がか
りとした連携を進めてきている。今
年度は、大学＝クリニック＝在宅の
連携を構築する目的で 
1） 勉強会（年2回） 
2） 医療者研修会（年１回） 
3） 愛知県ネットワークのホームペ

ージ構築を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
現在は23施設が参加している。 

B) 慢性痛医療社会経済調査（石川県志
賀町） 
痛みの期間が3カ月以上で、痛み

の度合いがNRSで 5以上と定義した
時、その有病率は男、女でそれぞれ
11.5%と 18.8％であった。いずれかの
部位に慢性疼痛を有する男112人に
おける1月に公的保険医療機関の窓
口に支払った額の平均は633±1,814
円で、この金額に対する直接医療費
は931±2,605円であった。一方、非
公的保険医療機関の窓口に支払った
額の平均は211±605円であり、薬局、
OCTなどでかかった直接医療費は160
±440円であり、これらの直接医療費
の総額は1,301±3,646 円であった。
また間接医療費は419±1,295円であ

り、医療費の合計は1,720±4,927円
であった。これに対して女219人で
は、それぞれ、414±1,234円、644
±1,816円、138±411円、103±311
円、885±2,533円、229±864、1,115
±3,356円と男に比べ低かった。 

⑥ データ収集・管理システムの構築 
 Web問診システムの運用に向けて準

備を行った（セキュリティーチェッ
ク、サーバー設置）ので運用を研究
協力機関で倫理委員会を通した上
で運用を開始する 

 国民・医療者への慢性痛の問題点と
対処法の普及啓発の促進 

 市民公開講座（NPOいたみラボと協
力し２９年度２回行う） 

 医療者研修会の実施（NPOいたみラ
ボと協力し２９年度４回行う） 

 自立支援用冊子「体と脳のトレーニ
ング処方箋（28年度作成）」の普及
状況のチェックと評価を進める。 

 政策研究班として痛みセンターの
運営状況を告知するページの更新
（今年度新たに協力機関となる施
設について詳細を上げる） 

 痛みセンター連絡協議会附属施設
の連絡ページとその施設ホームペ
ージとのリンクを広げる。 

 
Ｄ．考察 
① 診療システム構築と治療効果等につい

て 
痛みセンターの構築にあたっては、痛み

センターが“誰に何をするべきユニットで
あるか？”ということが最も重要な事象と
なる。誰にという観点から我々はこれまで、
縦割り医療の既存治療では完全し得ない
痛みで苛まされ、ドロップ・アウトした患
者を対象と考えてきているが、ここにも幾
つかの分類分けが考えられる。すなわち、
患者の器質疾患の病態がキーとなるケー
スの場合、A器質的病態が重度であり既存
の治療で対応しきれていないもの、B器質
的疾患の治療が適切に行われていないも
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の、がある。また心理社会的な要因が複合
的に関与しているものとしては、C器質的
疾患は適切に対応できているが患者の非
器質的な要因で満足が得られないもの、D
器質的な病態の治療に不備などが有り、加
えて心理社会的な要素が加わっているも
のなどがあり、それぞれに対して現時点で
適切に診療すれば元のレベルまで改善し
得るものと、改善し得ないものに分けられ
る。従って、これらの患者をしっかり分析
分類（診断）し、適切な方向性をつけて、
指導あるいは医学的な介入をしていくこ
とが“何をするのか”という観点から必要
とされる。その観点から我々は疾患の診療
担当分類として、器質的あるいは精神心理
面のそれぞれの重症度レベルを０：自分で
対応できる、１：プライマリ・ケア医レベ
ルでの対応、２：専門医の対応が必要、３：
専門医がチームを作って対応する必要が
ある（手術が必要など）、４：専門医でも
対応は困難、というように分けることを検
討してきた。何れにしても1つのキーは確
実な器質的な病態の分析、精神心理・社会
要因の分析ということに成る。これらの技
能を有する人材をセンターに集積させる
ことは困難である。これには縦割り医療の
課題を解決させる為のセンター化ではあ
るが、現時点では収益性が低く常勤（専従）
のスタッフの確保が現在の病院の人員配
置の中からは困難であること（とりわけ複
数の診療科から結集させる必要があるの
で困難な部分も多い）も現実的な課題とし
て挙げられる。 
そのため、現状の打開策として、１つの
診療科（ペインクリニックや整形外科）
を核としてある特定に日に各科の専門
家を集めてセンターとして運営する形
をとっている施設もある。こうしたチー
ムに受診するケースは概ね４施設の診
療を経て、本研究の分担研究者の施設を
受診していることが多いが、過去の施設
で満足する改善が得られていないケー
スでも、痛み、痛みによる日常生活機能、
健康尺度、痛み破局化スケールなどほと

んどの指標で改善が得られている。今後
は痛みセンターの社会での重要性の認
識向上を図りつつ、収益性の確保などを
進めることで社会の中で確固たる役割
を果たせる機関となれるような仕掛け
作りが必要と考える。 

② 疾患分類の必要性 
慢性痛は“急性疾患の通常の経過ある

いは創傷の治癒に要する妥当な時間を
超えて持続する痛み”と定義されている。
すなわち、既存の治療を進めたにも係わ
らず痛みの緩和が得られないケースが
慢性痛とも解釈でき、ウエイストボック
ス的になっている面が否めない。 
しかし、前項でも言及したように慢性痛
を集学的な痛みセンターで集積すると
明確にそのサブカテゴリーが存在する。
治療を行うにあたっても慢性痛のサブ
カテゴリーを診断していくことで、より
有効性の高い治療へ繋がるものと考え
られる。その為には層別化していくため
の分類法の確立と診断方法の基準つく
りが必須である。国際疼痛学会（IASP）
はWHOと共に次期ICDシステムである
ICD11の中に慢性痛を入れようとしてい
る。ICD11では、慢性痛を7つのカテゴ
リー（1.原発性慢性痛、2.慢性がん性痛、
3.術後および外傷後慢性痛 、4.慢性神
経障害性疼痛、5.慢性頭痛および口腔顔
面痛 、6. 慢性内臓痛、7.慢性筋骨格系
痛）に分けて、それぞれについて更に分
類分けを行っている。現在までIASPを
中心にこのICD11については本邦も含め
てテスト運用を行ってきたが、実際の患
者では適切に合致しないようなケース
も見受けられるなど課題も明確化され
ている。従って今後の方針としては、分
類の運用などを実臨床のレベルに落と
し込み、本邦にフィットする分類案を作
成していく必要がある。 
また、そのための診断方法の確立につい
ては、より客観的な診断である
Quantitative Sensory Testingや筋電
図、血液検査、画像検査などを整理して
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診断アセスメントの標準化を進めてい
くと同時に心理社会的な評価の明確か
も並行して進める必要がある。 
加えてこれらを登録して、治療効果など
の検証ができる（レジストリ）システム
の構築も必要と考えられる。 

③ 痛みセンターと地域連携 
慢性化した痛みで運動器などを中心

として精神心理的な要因の乏しい患者
群については、前医を始めとしたプライ
マリケア系の医療チームでのフォロー
が行いやすい事から、在宅を含めた地域
医療と連携した慢性痛医療体制の構築
が急がれる。一方で、心理社会的なファ
クターが主要因になっているケースに
ついては、現時点で診断して治療を行っ
ても前医や地域・職場などに戻していく
ことが困難な場合も多い。実際、職場や
家庭の問題、病歴の問題から強固な心
理・社会要因を抱えているケースに置い
ては現時点の薬物療法や認知行動療法
も有効性が乏しいことも判っており、こ
れらの受け皿をどの様にして確保する
のかという点は医療の中の問題を超え
て社会も含めた取り組みが必要と考え
られる。そのためには、現在始まった地
域ネットワークシステムなども用いて
医療者だけでなく国民に向けても慢性
痛の教育を鋭意進めていく必要がある
ものと考えられる。 

 
Ｅ．結論 
慢性の痛みに対して、昨年度よりも診療施

設を増やして集学的な診療体制の普及を図っ
てきた。施設による違いなどから様々な形態
での運用となっているが、集学的な取り組み
を行うことでNRS、ロコモ25、PDAS、HADS、
PCS、EQ-5D、アテネ不眠尺度において有意な
改善がみられた。集学的なアプローチによる
治療で慢性痛の改善が得られることは明確に
なってきている。 
一方で治療に難渋するケースが痛みセンター
に送られてくることが多いため、悪化はしな
いものの改善が得られないケースなども多い。

今後はこの様なケースなども含めて難治性の
慢性痛についてのカテゴリー分類を診断学的
な面から構築し、どの様な治療が有効性が高
いかなどの検証に向けた取り組みを進めてい
く必要があると考えられる。また、既に集学
的な治療の有効性が明確になっているグルー
プについては、地域医療と連携して早期に社
会復帰させる或いはそれが困難でも近医での
連携フォロー体制を構築していく必要がある
ものと考えられる。 
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